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支給要件を満たす事業主に支給（労働局長による支給決定）
各労働局からの四半期ごとの実績報告により、実績を把握（支給決定事業所等）

見直しの
余地

平成20年度の実績を勘案し、平成22年度の予算要求を行ったところであるが、平成21年度実績が増加傾向にあり地域
の雇用の創出等に役立っていると判断できることから、引き続き執行率が上がるよう、助成金の周知等を行っていくこと
とする。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー

ム
の
所
見

概ね妥当であるが、引き続き予算の執行状況等に留意し、今後見直すべきところは予算に反映すべき。

補
　
記

17.5% 75.4%

総事業費(執行ベース) 89 2,104

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域（※１）において、地域再生事業（※２）を主たる事業として行う法人を設立又は個人事業を
開業し、それに伴い、雇用保険の一般被保険者として労働者を１人以上雇い入れ、６ヶ月以上雇用した場合に助成。
※１　北海道、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県、奈良県、和歌山県、鳥取県、島根県、愛媛県、高知県、福岡県、
佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県。
※２　道県等からなる協議会等が定める雇用創出に資する重点産業分野で当該協議会等が道県労働局へ届け出た地域再生分野
に該当する事業。

実施状況

①　地方再生中小企業創業助成金【平成20年度廃止（経過措置）】
　　 平成21年度支給実績（事業所数・対象者数）　150所　541人
②　地域再生中小企業創業助成金【平成20年度第１次補正（①の助成金を拡充し創設）】
　　 平成21年度支給実績（事業所数・対象者数）　393所　1,149人

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度要求

予算額(補正後） 510 2,791 785 1,671

執行額 89 2,104

執行率

会計区分 労働保険特別会計雇用勘定 上位政策
地域、中小企業、産業の特性に応じ、雇用の創出及
び雇用の安定を図ること

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

雇用保険法第62条第１項第4号、雇用保険法施
行規則第112条第7項

関係する計
画、通知等

-

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

雇用失業情勢の改善の動きが弱い地域において、地域再生事業を行う法人を設立又は個人事業を開業する事業主を
支援することにより、地域における雇用の創出及び安定を図ること。

事業番号 708

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(厚生労働省)

予算事業名 地域雇用開発助成金（地域再生中小企業創業助成金）
事業開始

年度
①平成20年度（地方再生中小企業創業助成金）
②平成20年度（地域再生中小企業創業助成金） 作成責任者

担当部局庁 職業安定局 担当課室 地域雇用対策室 地域雇用対策室長



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

厚生労働省
2,104百万円

B：事業主
447百万円（150所・541人）

A：都道府県労働局（21道県）
2,104百万円

【助成】

※金額は平成21年度実績

C：事業主
1,657百万円（393所・1,149人）

【助成】

雇用失業情勢の改善の動

きが弱い地域において、法

人を設立又は個人事業を

開業する事業主を支援【経

過措置】

創業経費の合計額の1/3

500万円を上限

雇い入れ後6カ月経過後に

30万円を支給

※20年4月創設

地方再生中小企業創業助成金 地域再生中小企業創業助成金

雇用失業情勢の改善の動

きが弱い地域において、法

人を設立又は個人事業を

開業する事業主を支援（地

方再生中小企業創業助成

金を拡充し、創設）

創業経費の合計額の1/2

又は1/3

1,000万円を上限

雇い入れ後6カ月経過後に

60万円（30万円）を支給

※20年12月創設



計 0 計 0

計 1,657 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

助成金 創業に要した費用に充当 1,657

計 447 計 0

C.事業主 G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

助成金 創業に要した費用に充当 447

計 2,104 計 0

B.事業主 F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.労働局 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

助成金 事業主に対する助成金の支給 2,104


